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４. 英国 

４.１ 科学技術イノベーション政策関連組織等 

４.１.１ 科学技術関連組織と科学技術政策立案体制（システム・プロセス） 

英国における科学技術イノベーションの主要所管省はビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）

である。同省は、2016 年 6 月の EU 離脱を問う国民投票で離脱派が過半数を占めたことを受け退

陣したキャメロン内閣に代わって翌 7 月に発足したメイ新内閣の下で新設された。BEIS は、こ

れまで科学技術・イノベーションを担ってきたビジネス・イノベーション・技能省（BIS）がエネ

ルギー・気候変動省（DECC）と合併して新たに組織された省である。それに伴い、高等教育部分

は BIS から切り離され教育省（DfE）に移管された。 

BEIS には閣内大臣（Secreatry of State）の他、大学・科学担当や小企業・産業・事業担当と

いった分野別に置かれた複数の閣外大臣231が存在し、閣内大臣をサポートしている。2016 年 7 月

に新設された BEIS の閣内大臣には、かつて BIS の大学・科学担当の閣外大臣を務めていたクラ

ーク氏が就任し、大学・科学担当の閣外大臣には、BEIS と DfE の兼任というイレギュラーなか

たちで、ジョンソン大臣が再任された。このような科学技術・高等教育に関連する一連の省庁再

編により、従来は BIS が、科学、イノベーション、高等教育すべてを所掌していたが、今後は、

科学とイノベーションは BEIS が、高等教育は DfE が所管することになる。近年の科学技術・高

等教育を取り巻く省庁改編の流れを示したのが図表Ⅳ-1 である。 

 

【図表Ⅳ-1】 科学技術・高等教育を取り巻く省庁改編の流れ（2016年 7月以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各種資料を元に CRDS で作成 

                                                   
231 閣外大臣とは、閣議に参加しない大臣を意味し、大臣の下に位置する。日本の副大臣のような位置付け。 
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BEIS の他、保健省（DH）、環境・食糧・農村地域省（Defra）、国際開発省（DFID）、文化・

メディア・スポーツ省（DCMS）などが科学技術イノベーション政策に関わっている。また、メ

イ新内閣の下で新設された国際通商省（DIT）も、諸外国との貿易に関連してテクノロジーやイノ

ベーション分野を扱うことになるといわれている。 

首相と内閣に対し科学技術分野の助言を行っているのが政府主席科学顧問（GCSA）である。

GCSA は多様な意見や主張をエビデンスに基づき「ワン・ボイス」にまとめて首相に伝える重要

な役割を担う。BEIS 内に GCSA が長官を務める政府科学局（GO-Science）が置かれており、

GCSA の支援や省庁横断のグローバル科学イノベーションフォーラム事務局としての機能を担っ

ているほか、傘下にフォーサイト部門等を有し、科学技術政策全般の調査・推進活動を行ってい

る。GO-Science は BEIS の中にあるとはいえ、行政手続き上そうなっているだけで、全く独立し

た組織である。 

各省には主席科学顧問（CSA）が設置され、各省における科学に関する活動への助言を行って

いる。GO-Science は、GCSA と CSA が定期的に開催している主席科学顧問会議（CSAC232）の

事務局としての役割も担っている。 

政府省庁を横断する科学技術イノベーションに関係した戦略事項の助言を首相に対して行って

いる組織として、科学技術会議（CST）がある。2 人の CST 共同議長のうち 1 人を GCSA が務

めている。CST は学術界や産業界のメンバーを加えた正規メンバー19 人およびオブザーバー2 人

により構成されている（2017 年 1 月現在）。 

英国議会の上院・下院それぞれに科学技術委員会が設置されており、それら委員会は、政府に

対する審問レポートを発表したりするなどして、政府による科学技術イノベーションに関する政

策を精査する活動を行っている。また、議会の組織内情報源として、国会議員が科学技術に関す

る問題を効率的に調査することを支援するために、議会科学技術局（POST）が設置されている。 

研究資金助成機関としては、BEIS を所管省として、主に基礎・応用研究にプロジェクトベース

で助成を行っている研究会議（RCs233）、高等教育機関へのブロックグラント234を助成している高

等教育資金会議（HEFCs235）、そして主に企業の研究開発を助成対象とした Innovate UK236があ

る。また、DH を所管省として保健関係の研究資金助成を行う国立衛生研究所（NIHR）がある。

英国の科学技術政策にかかる関連組織をまとめたのが図表 IV-2 である。 

 

 

 

 

  

                                                   
232 CSAC: Chief Scientific Adviser ’s Committee。各省の主席科学顧問（または同等の職務担当者）から構成され省庁横断的に

科学技術について話し合う会議である。 
233 RCs: Research Councils。 
234 各高等教育機関長に使途を一任された一括助成金。「コア・ファンディング」とも呼ぶ。日本の運営費交付金に相当。 
235 HEFCs: Higher Education Funding Councils。イングランド高等教育資金会議（HEFCE）、スコットランド資金会議（SFC）、

北アイルランド雇用学習省（DEL NI）、ウェールズ高等教育資金会議（HEFCW）の 4 つの総称。 
236 Innovate UK は 2014 年夏以降の通称。以前の正式名称は「技術戦略審議会（TSB: Technology Strategy Board）。 
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【図表Ⅳ-2】 英国の科学技術関連機構図 

芸術・人文学研究会議 （AHRC）
Arts and Humanities Research Council

科学技術会議（CST）
Council for Science and Technology

バイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）（8研究所）
Biotechnology and Biological Sciences Research Council

工学・物理科学研究会議（EPSRC）
Engineering and Physical Sciences Research Council

経済・社会研究会議（ESRC）
Economic and Social Research Council

医学研究会議（MRC）（3研究所、27ﾕﾆｯﾄ、26ｾﾝﾀｰ等）
Medical Research Council

自然環境研究会議（NERC）（6研究センター他）
Natural Environment Research Council

科学技術施設会議（STFC）
Science and Technology Facilities Council

英国知的財産庁（UKIPO）
Intellectual Property Office

政府主席科学顧問（GCSA）
Government Chief Scientific Adviser

英国宇宙庁
UK Space Agency

王立工学アカデミー
The Royal Academy of Engineering

エネルギー技術研究所（ETI）
Energy Technologies Institute

Innovate UK

国立測量規制局（NMRO）
National Measurement and Regulation Office

教育省（DfE）
Department for Education

イングランド高等教育資金会議* （HEFCE）
Higher Education Funding Council

王立協会
The Royal Society

英国学士院
The British Academy

環境・食糧・農村地域省（Defra）
Department for Environment, Food & Rural Affairs

保健省（DH）
Department of Health

財務省
HM Treasury

国立衛生研究所（NIHR）
National Institute for Health Research

国民保健サービス（NHS）
National Health Service 健康研究戦略連携オフィス（OSCHR）

Office for Strategic Coordination of Health Research

ブリティッシュ・カウンシル
British Council

EU離脱省（DExEU）
Department for Exiting the European Union

外務省（FCO）
Foreign & Commonwealth Office

政府科学局（GO-Science）
Government Office for Science

国際開発省（DFID）
Department for International Development

大学*
Universities

英国研究会議協議会（RCUK）
Research Councils UK

内閣
Cabinet

首相
Prime Minister

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）
Department for Business, Energy & Industrial Strategy

国防科学技術研究所（Dstl）
Defence Science and 

Technology Laboratory

*高等教育は4つの地方（イングランド、スコットランド、ウェールズ、北
アイルランド）に分権化されており、本機構図が示すように大学およ
び高等教育資金会議がDfE傘下に位置付けられるのは、イングラン
ドにおいてのみ。

注）

国防省（MoD）
Ministry of Defence

(A)

(B)

(A) 政府主席科学顧問（GCSA）は、政府科学局（GO-Science）の
長官でもある。

(B) 健康研究戦略連携オフィス（OSCHR）は、国立衛生研究所
（NIHR）と医学研究会議（MRC）の間に置かれ、両機関による
ファンディング戦略を調整する役割を担う。

(C) エネルギー技術研究所（ETI）は公的セクターと産業セクターの
連携により設立された。公的セクターからは、BIS（当時）、
DECC（当時）、技術戦略審議会（当時）、工学・物理科学研究
会議（EPSRC）等の政府関係組織が、産業セクターからは、
BP、ロールスロイスなど複数の民間企業が連携パートナーと
して参画している。

国防・セキュリティ促進機構
Defence and Security 

Accelerator

下院
House of 

Commons

上院科学技術委員会
House of Lords

Science and Technology Committee

下院科学技術委員会
House of Commons 

Science and Technology Committee 

上院（貴族院）
House of 

Lords 

議会科学技術局 （POST）
Parliamentary Office of Science and Technology

議会
Parliament 

(C)

国際通商省（DIT）
Department for International Trade

 

出典：各種資料を元に CRDS で作成 
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RCs は分野別に 7 つ存在し237、傘下の研究所等を通じて研究開発を実施すると同時に高等教育

機関等に対しても研究資金助成を行うものや、研究資金助成だけを行うもの、また研究資金助成

に加えて研究施設を管理・運営するものがある。さらに、それら RCs を取りまとめる協同組合の

ような組織である英国研究会議協議会（RCUK）がある。 

英国における主要な研究開発実施機関は高等教育機関であるが、国立物理学研究所（NPL238）

や、RCs の一つであるバイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）傘下にあるジョン・イ

ネス・センター（JIC239）等の公的研究機関においても研究開発は行われている。 

英国の政策立案プロセスにおける特徴的なシステムとして、インディペンデント・レビュー（政

策評価・提言）という仕組みがあり、そのレビュー結果に基づいて政策の改革が推進されること

が多い。このプロセスでは、政府に委託された議長を中心とする審議会が特定の案件ごとに包括

的な調査や評価を行い、提言を示すために報告書を発表する。 

以上の内容を踏まえて、英国の科学技術イノベーション政策のコミュニティについて示したの

が図表 IV-3 である。 

 

【図表Ⅳ-3】 英国の科学技術イノベーション政策コミュニティ(2017 年 3 月時点) 

Copyright ©2014 JST/CRDS
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237 7 つの研究会議とは、芸術・人文学研究会議（AHRC）、バイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）、経済・社会研究

会議（ESRC）、工学・物理科学研究会議（EPSRC）、医学研究会議（MRC）、自然環境研究会議（NERC）、科学技術施設会

議（STFC）である。 
238 NPL: National Physical Laboratory 
239 JIC: John Innes Centre 

Innovate UK 
（旧 TSB） 
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４.１.２ ファンディング・システム 

英国における官民合わせた 2014 年度の総研究開発費は 306 億ポンドで、世界の約 3 割の研究

開発費を占める米国の 10 分の 1 弱である。研究費の負担割合は、産業界が約 47％、政府が約

27％、海外が約 21％であり、高等教育機関からは 1％程度となっている。しかし研究費の実施側

から見ると、産業界の約 65％に次いで、高等教育機関には約 26％が流れており、他の先進国と比

べてその割合は高い。英国の高等教育機関は研究開発の主要プレーヤーの一つであることが分か

る。 

政府による研究開発投資の約 3 分の 1 が RCs から配分され、約 4 分の 1 が高等教育機関にブ

ロックグラントを配分する HEFCs、約 4 分の 1 が国防省、残りは各担当省からそれら管轄の研

究機関に配分されている。 

図表 IV-4 は、2013 年度の英国における研究資金の流れとその金額を示したものである。大学

等の高等研究機関へは主に政府系機関である HEFCs と RCs から、公的研究機関へは政府省庁と

RCs から、また、民間企業へは民間企業自らと海外から、それぞれ研究資金が流れている。 

 

【図表Ⅳ-4】 英国における研究資金の流れ（2013年） 

 

出典：Office for National Statistics のデータ240を元に CRDS で作成 

 

  

                                                   
240 「UK Gross domestic expenditure on research and development: 2014」（2016 年 3 月 18 日公開）を使用。 

 https://www.ons.gov.uk/economy/governmentpublicsectorandtaxes/researchanddevelopmentexpenditure/bulletins/ukgro

ssdomesticexpenditureonresearchanddevelopment/2014 
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高等教育機関への研究資金制度は、各地域にある HEFCs を通じて配分されるブロックグラン

トと、RCs から助成される競争的研究資金の 2 つの流れがあることから、二元支援制度「デュア

ル・サポート・システム」と呼ばれている。それに加え、ウェルカム・トラストや英国キャンサ

ー・リサーチなどの非営利・慈善団体による研究資金助成もある。 

HEFCs から配分されるブロックグラントのうち研究費の一部分については、評価制度に従い

配分額が決定される。研究成果が経済や社会に与える「インパクト」も評価項目として盛り込ん

だ REF（Research Excellence Framework）が、大学の新しい研究評価制度として 2014 年度か

ら導入されている。 

研究を評価する REF に加えて、教育の質も公的に評価すべく、2016 年 5 月の高等教育白書に

おいて TEF（Teaching Excellence Framework）の導入が発表された。導入初年度の 2016 年度

の TEF 評価では、英国高等教育質保証機構による質保証レビューで高評価を得た大学に TEF レ

ベル 1 が付与される。この TEF レベル 1 が付与された大学は 2017 年度の学費を引き上げる権利

が与えられる。2017 年は試行 2 年目に突入する。2 年次の評価は 2017 年早期に実施され、同年

5 月には金・銀・銅のランク付けが発表される予定である。この評価結果は、2017 年秋に大学に

進学する学生が利用できることになる。試行 2 年目の評価では、学生の満足度、在籍率、就業状

況のデータなどの成果に重点を置いている。 

RCs はそれぞれが独立した研究助成プログラムを有して基礎研究や応用研究の助成を行ってい

る。加えて、RCs 横断型研究テーマを設定し、各テーマに沿って複数の RCs が参加する学際的研

究プログラムも推進している。7 つの RCs のうち傘下に研究所を有しているのは、BBSRC、医学

研究会議（MRC）、自然環境研究会議（NERC）の 3 つである。これらは傘下の研究所にブロッ

クグラントを配分するとともに、他の RCs と同様に、大学等の外部への研究プロジェクトにも競

争的研究資金を助成している。 

イノベーション創出を目指す Innovate UK が主として産業界への競争的研究開発資金を配分

しているが、高等教育機関も企業と連携する形で助成を受けることができる。 

以上、BEIS 傘下の研究資金の流れをまとめたのが図表 IV-5 である。 
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【図表Ⅳ-5】 BEIS傘下のファンディングの流れ(2017年 3月時点) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各種資料を元に CRDS で作成 

 

その他、主要学術組織である王立協会は、主にフェローシップ等の人材育成・訓練を目的とし

た助成を行っている。 

政府による民生研究開発資金の約 8 割が BEIS から支出されている。BEIS から傘下の研究資

金配分機関に配分された資金は、各機関の裁量によりその配分内訳を決定することができる。そ

の背景には、RCs の独自性を擁護した「ハルデイン原則」がある。また、各機関で配分方法を決

定する際には、様々なステークホルダーの意見を聴取する機会があり、可能な限りコンセンサス

を得て透明性を保ちながら政策を推進しようとする政府の姿勢が見られる。一連の過程では、科

学的な「エクセレンス重視」という共通認識が確立されている。 
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４.２ 科学技術イノベーション基本政策 

英国には科学技術基本法や基本計画に当たるものはないが、以下では、科学技術イノベーショ

ンに関する基本政策・戦略について近年発表されたものを紹介し、その後、科学技術予算の方針

を定めた政策文書を取り上げることとする。 

 

４.２.１ 科学技術政策・戦略文書 

英国では、2004 年以降の科学技術イノベーション政策は、2004 年 7 月に財務省、教育技能省

（当時）および貿易産業省（当時）が共同で発表した「科学イノベーション投資フレームワーク

2004-2014」241を基本計画として推進されてきた。この文書には、科学基盤の充実や産学連携の

強化等、基本的な取り組みや強化事項が示されており、官民合わせた総研究開発費の対 GDP 比

を 2014 年までに 1.9%から 2.5%（政府 0.8％、民間 1.7％）に引き上げる等の具体的数値目標や、

大学から産業界への知識移転を目的とした高等教育イノベーションファンドを増強するために 1

億 7,800 万ポンドが措置されるなど、具体的投資額も明示されていた242。 

上記文書の見直し・改善のため、2006 年 3 月には「科学イノベーション投資フレームワーク

2004-2014：次への取り組み」243が上記 3 省と保健省（DH）から共同発表され、RCs の見直しや

医療研究の支援、科学技術人材の増強などさらなる取り組みや強化事項が示された。 

また 2008 年 3 月には、上記「科学イノベーション投資フレームワーク 2004-2014」やインデ

ィペンデント・レビューの「セインズベリー・レビュー」244等をもとにして作成された白書「イ

ノベーション・ネーション」245がイノベーション・大学・技能省（DIUS）（当時）から発表され

た。同白書では、英国をイノベーション国家とするべく、公共調達を利用したイノベーションの

促進や、中小企業と大学等の連携機会の提供など、他省庁との協力を含む包括的なイノベーショ

ン政策が示された。 

リーマンショック後の金融危機を経て、2011 年 12 月に BIS（当時）から発表された「成長の

ためのイノベーション・研究戦略」246には、投資と協力を促すことでイノベーションと研究を国

の経済成長の中心に押し上げる旨明記されている。同戦略は、英国が強みをもつ分野において産

業界の研究開発を支援することに重点を置いており、研究成果の商業化や産学連携、また新興国

を始めとする海外諸国との国際協力の重要性、そして特に中小企業の研究開発を支援するための

施策を示す内容となっている。 

2013 年 1 月にはウィレッツ大学・科学担当の閣外大臣（当時）により、英国の経済成長を支援

                                                   
241 Science and Innovation Investment Framework 2004-2014:  

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/+/http://www.hm-treasury.gov.uk/spending_sr04_science.htm 
242 実際には、リーマンショックに伴う金融危機による政府の財政悪化を受け、全体の投資が 2.5％に到達することは英国の経済

情勢等を鑑みて厳しく、英国政府自身も、直近の 2014 年 12 月に発表された科学技術イノベーション戦略「成長計画：科学

とイノベーション」の中で、英国の研究開発投資は 1990 年初め以降低調で、GDP の 1.8%あたりでずっと維持されてきてい

ることを率直に認めた。 
243 Science and Innovation Investment Framework 2004-2014: Next Steps: 

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/+/http:/www.hm-treasury.gov.uk/media/7/8/bud06_science_332v1.pdf 
244 セインズベリー・レビューの正式名称は「The Race to the Top: A Review of Government’s Science and Innovation Policies」。

元科学イノベーション担当大臣のセインズベリー卿（Lord Sainsbury of Turville）が 2007 年 10 月に発表した英国の科学イ

ノベーションシステムについてレビューした報告書である。 

 http://www.rsc.org/images/sainsbury_review051007_tcm18-103118.pdf 
245 Innovation Nation:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/238751/7345.pdf 
246 Innovation and Research Strategy for Growth:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/229028/8239.pdf 
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するため今後戦略的に投資すべき 8 つの技術分野に関する発表があった。これら技術は「8 大技

術（eight great technologies）」と呼ばれ、以下のとおりである。 

 ■ビッグデータ（発表時の初期投資額は 1 億 8,900 万ポンド） 

 ■衛星（2,500 万ポンド） 

 ■ロボティクス・自律システム（3,500 万ポンド） 

 ■合成生物学（8,800 万ポンド） 

 ■再生医療（2,000 万ポンド） 

 ■農業科学（3,000 万ポンド） 

 ■先端材料（7,300 万ポンド） 

 ■エネルギー貯蔵（3,000 万ポンド）。 

この 8 大技術では、上から戦略的に重要な優先分野を設定し、統合的・体系的に支援していく

ことに特徴がある。例えば合成生物学を見てみると、2013 年の発表当時は英国全土に関連分野の

研究センターを複数設置すること、つまり合成生物分野の拠点形成はトップダウンで決められた。

ただし、どこにセンターを設置するのかについての決定は公募を通じてボトムアップ的に行われ

た。その際、拠点の「持続可能性」が重要視され、公募の要件の中にはパーマネント職の導入な

どが盛り込まれた。現在、6 つの研究センターがそれぞれ、エジンバラ、ロンドン、マンチェスタ

ー、ブリストル、ケンブリッジ、ノッティンガムの諸都市において大学を中心に設置されている。

同研究センターには企業も入り、基礎から産業応用、イノベーションの創出と、シームレスなか

たちでの橋渡し研究の実施が目指されている。実際の助成に関しては、RCs の BBSRC や工学・

物理科学研究会議（EPSRC）、一部は MRC などを通じて行われている。研究センターでは、8 大

技術による戦略的な支援を得て、中核的な設備の購入を中心に行っている。既存の施設やインフ

ラの上に設立されているという点では、後述するカタパルト・プログラムにも通じる持続可能な

拠点形成の側面がうかがえる。 

科学技術イノベーションに関する最新の戦略は、2014 年 12 月に発表された「成長計画：科学

とイノベーション」247である。 

この新戦略では、英国がサイエンスとビジネスにおいて世界で最も適した国になるために 6 つ

の柱として、①優先分野の決定、②優れた人材の育成、③科学インフラへの投資、④科学研究に

対する支援、⑤イノベーションの促進、⑥グローバルなレベルで科学・イノベーション活動に参

加を挙げている。また、今後の科学技術の研究開発に関する 5 つの重要原則として、①エクセレ

ンス（excellence）の達成が重要、②新たな好機の獲得に当たっては迅速に対応し、機敏性（agility）

を示すことが不可欠、③各分野、各セクター、各機関、各国民、各国家の間で、よりハイレベル

の協力（collaboration）を促進、④人や組織が接近することでお互いに恩恵を受ける場（place）

の重要性を認識する必要性、⑤開示性（openness）や世界との関わり合いに対する現代的要請、

を提示している。 

同新戦略では、科学インフラへの拡充投資を重要課題の一つとして取り上げ、今後 5 年間（2016-

2020 年度）で科学インフラに 59 億ポンドの大型の政府投資を行うことを約束した。うち 29 億

ポンドは、自由電子レーザー（XFEL）の国際プロジェクトや一般大衆の科学への広い参画を奨励

する「科学インスパイア・キャピタル・ファンド」の創設など、科学の「グランド・チャレンジ」

                                                   
247 Our plan for growth: science and innovation:  

https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/387780/PU1719_HMT_Science_.pdf 
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を支援する大型資本投資プロジェクト向けに措置するされる予定であり、「極地調査船」や「次世

代電波望遠鏡（Square Kilometre Array）」など事前取り組みがなされているプロジェクトも追加 

投資の対象となっている。残り 30 億ポンドは、大学及び研究所における研究実験室のエクセレン

スを維持する目的で個別の資本投資プロジェクトや制度資本を支援するために使用される予定で

ある。 

 

４.２.２ 科学技術予算関連文書 

英国では、上記のような政策文書の他に、財務省等から発表される予算関連文書にも、科学技

術イノベーションに関する重要な政策や方針が示されることが多い。 

 

【図表Ⅳ-6】 近年の科学技術イノベーション政策と関連予算文書の流れ 

 

出典：各種資料を元に CRDS で作成 

 

図表 IV-6 では、近年の科学技術イノベーション政策と関連予算文書の全体的な流れを示した。

以下ではキャメロン連立政権からメイ新政権に至る時期に焦点を当てて、政府全体或いは科学技

術イノベーションに関する 7 つの予算・政策方針を取り上げ、英国における科学技術予算の扱い、

また科学への投資に対する政府の立場を概観する。7 つの予算・政策方針とは次のとおりである。 

 ■スペンディング・レビュー2010 

 ■科学・研究資金配分計画（2011-2014 年度） 

 ■スペンディング・ラウンド 2013 

 ■科学・研究予算配分計画（2015 年度） 
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 ■スペンディング・レビューおよび秋の予算編成方針 2015 

 ■科学・研究予算配分計画（2016-2019 年度） 

■秋の予算編成方針 2016。 

2010 年 10 月、財務省より政府の複数年度予算計画として 2011-2014 年度を対象とした「スペ

ンディング・レビュー2010」248が発表された。リーマンショック後の緊縮財政もあって、レビュ

ーには、各省庁の予算が平均 19％削減され、BIS（当時）全体の予算も 25%削減することが明記

されたが、BIS（当時）が所管する科学・研究予算のうち研究費や人件費に当たる部分は「聖域

（ring-fenced）」として、2014 年度までは 2010 年度と同額の年間 46 億ポンドを維持することが

決定された。同年 12 月にはこのレビューをもとにして「科学・研究資金配分計画（2011-2014 年

度）」249が BIS（当時）から発表され、英国における世界レベルの科学・研究基盤はそれ自体が価

値あるだけでなく、経済成長のためにも重要である点が指摘され、2014 年度まで年間約 46 億ポ

ンドを保護していくことが数字とともに確認された。 

2013 年 6 月には、2015 年度を対象とした「スペンディング・ラウンド 2013」250が発表されて

いる。これは、「スペンディング・レビュー2010」の後継となる予算計画であったが、2015 年に

総選挙を控えていたため単年度の扱いとされた。同計画では、「スペンディング・レビュー2010」

で科学予算を聖域として保護するために決定した年間 46 億ポンドの金額の維持、インフラ整備

や施設建設等に使われる科学資本予算の増額などについて明記されている。これを受け、2014 年

1 月に 2015 年度の「科学・研究予算配分計画（2015 年度）」251が BIS（当時）から発表された。

聖域の年間 46 億ポンドの科学予算に加え、「スペンディング・ラウンド 2013」で示された科学イ

ンフラへの投資（約 11 億ポンド）等を合わせ、2015 年度は約 58 億ポンドの投資が RCs などに

配分されることが約束された。 

2015 年 11 月には、毎年秋に発表される翌年度の予算案である秋の予算編成方針（Autumn 

Statement）と合わせて「スペンディング・レビューおよび秋の予算編成方針 2015」252が発表さ

れた。これは、2016-2020 年度を対象とした複数年度に亘る予算計画で、今後 5 年間に、保健・

社会制度の拡充・統合や教育改革、インフラへの長期投資等に対し 4 兆ポンドを拠出することを

打ち出している。同計画における科学技術イノベーションに関連した施策として、主要な 5 点を

以下に挙げる。 

 ■科学技術への投資を継続、聖域の年間 47 億ポンド253を堅持。 

これには、新規に打ち出されたグローバル・チャンレンジ研究基金 

（Global Challenges ResearchFund: GCRF）を含む 

 ■カタパルト・プログラムを含む Innovate UK による取り組みを支援・増額 

                                                   
248 Spending Review 2010:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/203826/Spending_review_2010.pdf 
249 The Allocation of Science and Research Funding 2011/12 to 2014/15:  

 http://www.bis.gov.uk/assets/biscore/science/docs/a/10-1356-allocation-of-science-and-research-funding-2011-2015.pdf 
250 Spending Round 2013:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/209036/spending-round-2013-

complete.pdf 
251 The Allocation of Science and Research Funding 2015/16: 

https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/332767/bis-14-750-science-research-

funding-allocations-2015-2016-corrected.pdf 
252 Spending Review and Autumn Statement 2015: 

https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/479749/52229_Blue_Book_PU1865_Web_

Accessible.pdf 
253 インフレによる物価変動を考慮して 47 億ポンドとされた。 
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 ■69 億ポンドの科学技術インフラへの投資を長期に亘り実行 

 ■7 つの RCs に跨る業務を実行する新組織「Research UK」の導入のための法制化準備 

 ■教育および技能研修への投資、STEM 科目の振興、高度実習制度の導入、 

中核的成人技能養成（core adult skills participation）に対する支援。 

1 点目の GCRF は新規に打ち出された 15 億ポンドの基金である。これは、発展途上国が直面

する課題の解決に向けて英国の世界クラスの研究能力を活用する機会を提供することを目指して

おり、2014 年から始まった国際研究向けのニュートン・ファンドを補完するものである。ただし、

この 15 億ポンドは年間の数字ではなく、2020 年度までの 5 年間全体での金額である。GCRF に

よる研究プロジェクトについては、ジカウィルス研究に関する最初の公募が 2016 年 2 月 3 日に

発表された254。 

4 点目の Research UK の創設に関しては、Innovate UK や HEFCE の研究部分255も統合した

かたちで UK リサーチイノベーション（UK Research Innovation: UKRI）という単一の法人組

織として新たにまとめられ、現在（2017 年 3 月時点）、組織改編に係る法案審議が進行中である。

2017 年 2 月には UKRI のトップに現政府主席科学顧問であるウォルポート卿が就任することが

発表された。 

上記スペンディング・レビューを受けて、2016 年 3 月に「科学・研究予算配分計画（2016-2019

年度）」256が BIS（当時）から発表された。同計画では、年間 47 億ポンドの科学予算の堅持に加

え、洪水、飢饉、エボラ等のウィルス性疾患など地球規模の大課題に対処すべく、英国を研究の

最先端に位置づけるため 2016 年 4 月以降の 5 年間に科学研究に対して 263 億ポンドの記録的な

予算を計上する方針を打ち出している。また、科学研究インフラへの投資を継続し、2021 年まで

に 58 億ポンドという大規模な資本投入を行うことも示された。 

2016 年 11 月に発表された 2016 年秋の予算編成方針では、生産性投資国家基金（National 

Productivity Investment Fund: NPIF）を新設し、2017-2021 年度にかけての高価値投資に 230

億ポンド、総額で 1,700 億ポンドを追加で措置することが明らかにされた。NPIF を通じた支出

対象の一つとされた「研究開発」は、経済成長の主要な牽引役であり、政府の産業戦略の重要な

部分なすと位置付けられている。英国の生産性向上を支援するため、NPIF では研究開発ファン

ディングに対して 2021 年度までに 47 億ポンドを追加投入することが約束された。 

NPIF 経由のファンディングに関しては、主に以下の 2 点が挙げられている。 

 ■新規に産業戦略チャレンジ基金（Industrial Strategy Challenge Fund）を打ち出し、 

企業と英国の科学基盤との間の協力を支援する分野横断的な研究助成を行う。 

当該基金は、米国の国防高等研究計画局（DARPA）プログラムをモデルとしている 

 ■上述の UKRI を中心に、研究能力・企業イノベーションの強化を図る研究助成を行う。 

研究開発・イノベーションに対する大規模な投資を政府が約束する背景には、来たるべき EU

離脱交渉を見据えて、英国の科学研究予算の減少に対する懸念を払拭したい意向もあると言える。 

                                                   
254 GCRF の公募テーマは、トップおよびボトムの両方の意向で決定されている。トップのレベルでは、RCs や RCUK と国際開

発省（DIFID）が協働してアイデアを出し、研究領域を決めている。例えば、ジカウィルス、移民危機、エネルギー問題とい

ったグローバルに対応すべき課題が検討候補として挙がっているという。ボトムのレベルでは、個々の研究者の意見を拾い上

げていくことに注力される。 
255 HEFCE の名前は残さず、Research England という名称で UKRI に統合される予定である。 
256 The Allocation of Science and Research Funding 2016/17 to 2019/20:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/505308/bis-16-160-allocation-science-

research-funding-2016-17-2019-20.pdf 
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４.３ 科学技術イノベーション推進基盤及び個別分野動向 

ここでは、イノベーションを推進するための基盤に係る政策等について言及する。また、関連

する個別分野の戦略・政策および施策についても合わせて紹介する。 

 

４.３.１ イノベーション推進基盤の戦略・政策及び施策 

４.３.１.１ 人材育成 

近年の英国の研究開発人材育成政策で布石となっているのは、2002 年 4 月に発表された「ロバ

ーツ・レビュー」257である。これは STEM 分野での人材供給に関する提言で、博士課程の奨学金

増額や研究スタッフへの学術フェローシップなどの提案を含むものである。同レビューの提言は

英国の人材育成政策に大きな影響を及ぼし、研究キャリア開発のために新たな政府投資が実施さ

れたり、奨学金プログラムの新設や研究者のキャリア支援組織の設立が行われたりした。 

また、研究開発人材を育成すべく、RCs や王立協会等により多様な奨学金等のプログラムも設

置された。政府は、産業界のニーズに合った知識や能力、経験を有する学生や若手研究者を育成

するといった、産業界での研究キャリア人材育成の取り組みも行っている。以下は、RCs および

Innovate UK によるプログラムの例である。 

 

① CASE studentships（Collaborative Awards in Science and Engineering） 

CASE は、RCs による博士課程学生のトレーニングのための奨学金プログラムである。学生は

大学と企業双方で研究指導を受け、博士号を取得する。学生は大学に籍を置くが、最低 3 か月間

は企業での研究に従事しなければならない。支援負担の大部分は RCs によるが、企業も追加的な

資金提供を行う。 

名称や募集人数、予算等は RCs ごとに異なるが、通常、対象期間は 3-4 年、募集人数は各 RCs

で 30-90 名程度である。奨学金額は年間最低約 1 万 4,000 ポンドとされている。加えて企業によ

る追加助成がある。小規模企業を除く参画企業は、研究プロジェクトの費用も一部負担する必要

がある。 

 

② 知識移転パートナーシップ（Knowledge Transfer Partnerships: KTP）258 

KTP は主に、ポスドク或いは大学卒業者が通常 1-3 年間（最短 10 週間）、企業において革新的

なプロジェクトに参画するのを支援するプログラムである。Innovate UK が管理・運営を行って

いる。 

同プログラムは、企業と学術機関との連携を構築し、学術機関が有する知識やスキル、技術を

用いて、英国の産業界の競争力や生産性を高めることを目的としている。企業にとっては、アカ

デミアのスキルや専門知識を獲得するができ、学術機関にとっては産業界との協力関係を築くこ

とができるというメリットがある。 

人件費、研究装置・材料費、間接経費等がプログラムの支援対象となる。中小企業の場合は総

                                                   
257 ロバーツ・レビューの正式名称は「SET for Success: The supply of people with science, technology, engineering and 

mathematics skills」。ロバーツ卿（Sir Gareth Roberts）は、大学等のアカデミアでの教員・研究職等の地位に長年ありなが

ら、産業界においても研究者として勤務した経験を有する人物。 

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/+/http:/www.hm-treasury.gov.uk/d/robertsreview_introch1.pdf 
258 Knowledge Transfer Partnerships:  

 https://www.gov.uk/guidance/knowledge-transfer-partnerships-what-they-are-and-how-to-apply 
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費用の 3 分の 1、大企業の場合は半分を自己負担し、残りを政府が負担する。 

2013 年度の KTP 報告書259によると、実績として、同年度はプロジェクト全体で 2 億 1,100 万

ポンドの収益増加があり、450 以上雇用が新規に創出された。また、年間輸出額は 2 億 700 万ポ

ンドの増加となり、設備投資および研究開発投資は合わせて 9,500 万ポンドにのぼった。これは、

政府投資 100 万ポンドにつき、25 の雇用が新規に創出され、353 人がトレーニングを受け、また、

220 万ポンドが設備投資に、306 万ポンドが研究開発に投資されたことになる。 

 

４.３.１.２ 産学官連携・地域振興 

英国政府は近年、科学研究の成果が十分に活用されずイノベーション創出につながっていない

との反省から、研究成果の実用化に資するようなイノベーション推進策に注力してきた。このイ

ノベーション創出のために重視されているのが産学連携の強化である。 

産学連携に関する最も基本的な政策文書としては、2003 年 12 月に発表された「ランバート・

レビュー」260が挙げられる。これは、後に英国産業連盟（CBI）の Director-General となったラ

ンバート氏（後に卿）によるレビューで、英国の強固な科学基盤と産業コミュニティの間をスム

ーズにつなぐための提言を打ち出したものである。提言の骨子は、産業界からの研究ニーズの増

加、知識移転の促進、知的財産・技術移転に係る諸問題、地方における企業と大学の関係構築の

活発化、大学助成のあり方の再検討、企業が求める技能と人材の育成といった点にある。 

2015 年 7 月には「ダウリング・レビュー」261が発表され、英国の大学における世界トップクラ

スの研究成果と企業と連携を促進・強化するための施策について提言がなされた。 

以下では、公的資金を用いた産学連携推進のための取り組みを紹介する。 

 

① カタパルト・プログラム（Catapult Programme）262 

カタパルト・プログラムとは、特定の技術分野において英国が世界をリードする技術・イノベ

ーションの拠点構築を目指すプログラムである。これらの拠点を産学連携の場として、企業やエ

ンジニア、科学者が協力して最終段階に向けた研究開発を行い、イノベーション創出および研究

成果の実用化を実現し、経済成長を推進することが意図されている。Innovate UK が所管するプ

ログラムである。 

同プログラムでは現在（2017 年 3 月時点）、11 の技術分野で拠点としてのカタパルト・センタ

ーが設置されている。カタパルト・センターとは、産業界が技術的課題を解決できるような世界

トップレベルの技術力を生み出す場であると同時に、企業間の協力あるいは企業が解決できない

部分に関しては大学等の知見を活用して英国で新しい製品やサービスが提供できるように長期的

な投資を実現するプラットフォームでもある。 

同プログラムでは、研究成果の実用化に向けた主たる担い手は産業界であることが想定されて

                                                   
259 Knowledge Transfer Partnerships: Achievements and Outcomes 2013-14:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/426670/KTP_Achievements_and_Outcom

es__2014_FINAL.pdf 
260 ランバート・レビューの正式名称は「Lambert Review of Business-University Collaboration」。 

 http://www.eua.be/eua/jsp/en/upload/lambert_review_final_450.1151581102387.pdf 
261 ダウリング・レビューの正式名称は「The Dowling Review of Business-University Research Collaborations」。 

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/440927/bis_15_352_The_dowling_review_

of_business-university_rearch_collaborations_2.pdf 
262 カタパルト・プログラム: 

 https://www.catapult.org.uk/ 
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おり、産業界からの積極的なイニシアチブを通じた研究開発の促進が目指されている。Innovate 

UK を通じて投入される公的資金は、研究プロジェクト実施のためではなく、基本的にはカタパ

ルト・センターの運営のために使用される。施設等のインフラ改善などのプロジェクトに公的資

金が用いられる場合もあるが、これは例外的なケースである。この意味で、カタパルト・プログ

ラム自体はファンディングを実施する母体ではない。 

図表 IV-7 で示すとおり、カタパルト・プログラムが対象とする技術成熟度レベル（Technology 

Readiness Levels: TRL）は、TRL3（概念実証）から TRL8（性能実証）をカバーしている。 

 

【図表Ⅳ-7】 カタパルト・プログラムが対象とする TRL 

 

出典：各種資料を元に CRDS で作成 

 

 

2016 年 1 月、化合物半導体応用分野のカタパルトをウェールズ地方に新設することが発表され

ると同時に、2020 年度まで年間 1,000 万ポンドの公的資金を投入することが約束された。11 分

野は以下のとおりである。 

 ■高価値製造業（2011 年 10 月に開所） 

 ■細胞遺伝子治療263（2012 年 10 月） 

 ■衛星応用（2012 年 12 月） 

 ■洋上再生可能エネルギー（2013 年 3 月） 

 ■デジタル264（2013 年 6 月） 

 ■未来都市（2013 年 6 月） 

 ■輸送システム（2013 年 8 月） 

 ■精密医療（2015 年 4 月） 

 ■エネルギーシステム（2015 年 4 月） 

 ■薬剤発見（現在建設中） 

 ■化合物半導体応用（現在建設中）。 

                                                   
263 設立当初の名称は、「細胞治療」 
264 設立当初の名称は、「連結デジタルエコノミー」 
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各分野のカタパルト・センターの所在地を示したのが図表 IV-8 である。 

 

【図表Ⅳ-8】 カタパルト・センターの所在地 

 

出典：各種資料を元に CRDS で作成 

 

カタパルト・プログラムにおける産学官の橋渡しの仕組みは次の 4 点である。 

 ■既存の研究インフラを活用した持続可能な拠点整備 

 ■研究開発の早い段階から産学官連携が実現できるような産業界主導の研究開発推進 

 ■英国の中小企業の取り込みとその科学技術力の強化 

 ■地方の研究開発力の強化。 

プログラム実施のための初期（2011-2014 年度の 4 年間）の公的投資は、約 5 億 2,800 億ポン

ドである。民間からの投資は 8 億 7,200 万ポンドにのぼるとされており、民間合わせた初期の投

資総額は約 14 億ポンドになる。 

 

② 大学企業ゾーン（University Enterprise Zones） 

BIS（当時）は 2013 年 12 月、3 年間で 1,500 万ポンドを投資して「大学企業ゾーン」を設置

し、大学におけるビジネスの成長を支援することを発表した265。産学連携にフォーカスしたゾー

ン内に設置されるビジネススペースでは、ハイテク・スタートアップ企業がオフィスを構え、大

学の研究者と協力して研究開発を進める。この政府投資により、大学は起業家精神やイノベーシ

ョンを促進するだけでなく、地域の成長をも促す役割を担うことになる。大学企業ゾーンの目的

は次の 2 点である。 

 ■大学が当該地域の成長に関し、地方企業パートナーシップ（Local Enterprise Partnership: 

                                                   
265 https://www.gov.uk/government/news/15-million-boost-for-local-business-growth-at-universities 
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LEP）とともに戦略的パートナーとしての役割を強化することを支援し、能力や連携を拡

大させる 

 ■企業が継続して大学と連携しイノベーション創出を実現できるよう、インキュベータの発

展を促し、小規模企業の成長を支援する。 

大学企業ゾーンでは、大学が主導的立場となり、地方自治体や、イングランド各地で地域企業

支援を行っている LEP と協力して、当該地域に新たなビジネスを成長させることを目指す。2014

年 1 月に最初の公募が発表され、ブラッドフォード、ノッティンガム、ブリストル、リバプール

の 4 か所においてパイロットゾーンが採択された。現在、これらのゾーンにおいて、産学連携強

化に係る試験的取り組みが実施されている。 

大学企業ゾーンは、当該地域の大学や LEP、関係組織の連携により支援されるが、管理は LEP

が行っている。英国貿易投資総省（UKTI）は、海外からのゾーンへの投資を呼び込むことを目的

に同計画との連携を図っている。 

近年、イングランドに設置されてきた企業ゾーン（Enterprize Zones）266は、雇用創出には役

立っていないとの批判に晒されている。そうしたなか、新たな大学企業ゾーンの設置は、大学の

研究者が起業を新規に行うことを支援するものであり、英国政府としては、次世代のマイクロソ

フトや Yahoo を英国内で生み出したいとの期待を抱いている。 

 

③ イノベーション・バウチャー（Innovation Vaouchers） 

イノベーション・バウチャーは Innovate UK が実施しているプログラムで、企業が新たな知識

を独自のネットワーク外に模索することができるよう、大学や公的研究機関などと中小企業によ

る産学連携・技術移転を促進するためのバウチャー制度である。 

中小企業やスタートアップ企業は、最大 5,000 ポンドのバウチャーを、自身が希望する大学や

公的研究機関の専門家から知識や技術移転を受けるための支払いに利用することができる。バウ

チャーを利用することができるのは、これまで Innovate UK からイノベーション・バウチャーを

助成されたことのない企業で、当該企業にとっての課題解決のために必要なアイデアを専門家か

ら得ることが可能となる。このアイデアが Innovate UK が指定するテーマの一つに当てはまると

いう条件も重要である。Innovate UK は 3 か月ごとにテーマを特定した募集を行い、応募者の中

から約 100 件が選定されることになっている。 

 

４.３.１.３ 研究基盤整備 

① トップクラス研究拠点 

主要先進国と比べてもトップの科学研究水準を有する英国には、世界レベルの研究拠点が多く

存在する。 

図表 IV-9 は、英国におけるトップクラス研究拠点の一例である。 

  

                                                   
266 企業ゾーンとは、税制優遇策や簡素化された規則により企業にインセンティブを与えて起業やビジネス拡大を支援する区域

（ゾーン）を指す。2011 年予算発表の際にイングランドの LEP の地域に当該ゾーンが設置されることが発表された。2016

年 11 月 9 日時点の情報で、イングランドに 38 の企業ゾーンがある。 
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【図表Ⅳ-9】 英国における主要なトップクラス研究拠点 

研究分野 研究拠点 所在 概要 

環境・エネ

ルギー 

英国エネルギー研究セ

ンター（UKERC） 

ロンドン 

（研究拠点は全

国各所） 

2004 年創設。持続可能な未来のエネルギーシス

テムに関する世界レベルの研究を実施。英国に

おけるエネルギー研究のハブであり、英国内外の

エネルギー研究コミュニティをつなぐ窓口でもあ

る。研究会議横断プログラムの一つである「低炭

素未来のためのエネルギープログラム」により出

資を受けている。 

ライフ 

サイエンス 

欧州バイオインフォマテ

ィクス研究所（EMBL-

EBI） 

ヒンクストン 

（ケンブリッジシャ

ー州） 

欧州分子生物学研究所（EMBL）の一部門として

1992 年創設。バイオインフォマティクス関連のデ

ータベース提供と研究実施をおこなっている。運

営資金の多くは、EU 諸国を中心とした EMBL 参

加国政府の出資による。 

情報科学

技術 

ケンブリッジ大学コンピ

ュータ研究所 
ケンブリッジ 

1937 年創設。ケンブリッジ大学の組織で、コンピ

ュータ科学、エンジニアリング、技術、数学といっ

た分野の幅広い研究を実施している。 

ナノテクノ

ロジー・材

料 
ケンブリッジ大学キャベ

ンディッシュ研究所 
ケンブリッジ 

1874年創設。ケンブリッジ大学の物理学研究所。

これまで 29 名のノーベル賞受賞者を輩出。フラン

シス・クリックとジェームズ・ワトソンは、同研究所

在籍当時に DNA の二重らせん構造をつきとめ、

1962 年に医学生理学賞を受賞した。 

出典：NISTEP『欧州の世界トップクラス研究拠点調査報告書』（2008 年 3 月） 

を参考に CRDS で作成 

 

その他、世界をリードするトップレベル研究拠点となることを目指して、以下のような研究所

が建設されている。 

 

② フランシス・クリック研究所（Francis Crick Institute）267 

フランシス・クリック研究所は、新たな医薬品や治療法の開発など、基礎から応用への研究の

実質的な橋渡しを実現するため、MRC、英国キャンサー・リサーチ、ウェルカム・トラスト、ユ

ニバーシティー・カレッジ・ロンドン、インペリアル・カレッジ・ロンドン、キングス・カレッ

ジ・ロンドンの 6 機関の支援を得てロンドンに設立された研究開発機関である。研究所の建設に

際してはこれら 6 機関から総額で 6 億 5,000 万ポンドの投資が行われた。2015 年 4 月には、MRC

の医療研究国立研究所および英国キャンサー・リサーチのロンドン研究所がフランシス・クリッ

ク研究所に併合され、ロンドン中心部にある新設の建物に実験室等が移された。2016 年 9 月に

は、1,250 人におよぶ研究者らが研究所に着任し業務を開始した。これら研究者は、ガン、脳卒

中、運動ニューロン疾患などの疾患向けの薬剤や治療法の開発につながる生物学的プロセスの研

究・解明に従事している。 

                                                   
267 http://www.crick.ac.uk/ 

 当初、英国医学研究・イノベーションセンター（UKCMRI: UK Centre for Medical Research and Innovation）として設立

計画が進められたが、DNA の二重らせん構造をつきとめた「ワトソンとクリック」の Francis Crick にちなみ、2011 年 5 年、

The Francis Crick Institute に改称された。 
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③ 国立グラフェン研究所（National Graphene Institute: NGI）268 

国立グラフェン研究所は、グラフェン・グローバル研究技術拠点として、グラフェンに関する

研究でノーベル物理学賞（2010 年）を受賞したアンドレ・ガイム博士とコンスタンチン・ノボセ

ロフ博士の勤務大学であるマンチェスター大学に設立された。2013 年に開始した研究所の建設作

業は 2015 年に終了し、現在、本格的な稼働を始めている。 

同研究所には、RCs の一つである EPSRC により 3,800 万ポンドが、欧州地域開発ファンドに

より 2,300 万ポンドが投資され、グラフェンの研究開発を英国が世界をリードするための拠点と

してグラフェンの実用化・産業化が目指される。 

 

４.３.１.４ 研究開発施設 

英国における大規模な公的研究開発施設は主として、RCs の一つである科学技術施設会議

（STFC）により管理・運営されており、英国内外の多くの研究者に利用されている。 

以下、研究開発施設の例を示す。 

 

① ダイヤモンド・ライト・ソース269 

2007 年にオックスフォードシャー州のハーウェル科学・イノベーションキャンパスに開設され

た「ダイヤモンド」は、英国最大のシンクロトロン科学施設である。第 1 フェーズでは 2 億 6,300

万ポンドの投資により、ダイヤモンドの建物と最初の 7 本のビームライン（実験ステーション）

が建設された。2007-2012 年の第 2 フェーズでは、1 億 2,000 万ポンドが投資され、さらに 15 本

ビームラインを建設中である。政府は 2010 年 10 月、第 3 フェーズの投資を発表し、2011-2017

年の間にさらに 10 本のビームラインを建設し、合計で 32 本のビームラインの完成を見込んでい

る。これらのビームラインを利用して、構造生物学、医科学、物理学、材料科学、ナノサイエン

ス、環境科学、化学など様々な分野の研究者が実験を行っている。 

 

② ヘクトール（High End Computing Terascale Resource: HECToR）270 

ヘクトールは、エジンバラ大学に設置された英国の高性能スーパーコンピューティング・サー

ビスを提供する施設である。ただし現在は、2013 年 11 月よりサービスを開始した ARCHER271

が HECToR の機能を引き継いでいる。 

ハードウェアは Cray 社によるもので、計算速度は毎秒 800TFLOPS、9 万 112 個のプロセシ

ングコアを超える。地球科学やナノサイエンス等、多岐にわたる分野の研究に利用されている。

HECToR は 2013 年 6 月発表の「世界のスーパーコンピュータ性能ランキング・トップ 500」272

において、世界第 41 位に入った。 

  

                                                   
268 http://www.graphene.manchester.ac.uk/explore/graphene-city/national-graphene-institute/ 
269 Diamond Light Source:  

 http://www.diamond.ac.uk/ 
270 HECToR:  

 http://www.hector.ac.uk/ 
271 ARCHER:  

 http://www.archer.ac.uk/ 
272 Supercomputer Sites Top 500:  

 http://www.top500.org/list/2013/06/ 
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４.３.２ 個別分野の戦略・政策及び施策 

以下では、環境・エネルギー、ライフサイエンス・臨床医学、システム・情報科学技術、ナノテ

クノロジー・材料の 4 分野を取り上げ、重要な戦略・政策および施策等について概説する。 

 

４.３.２.１ 環境・エネルギー分野 

英国の環境・エネルギー政策に大きな影響を与えたのが、2006 年に発表された「気候変動の経

済に関するスターン・レビュー」273である。同レビューは政府に対し、経済学的手法により導き

出された気候変動への対策目標・計画案を提言している。その後、政府は第 15 回気候変動枠組条

約締約国会議（COP15）（2009 年）を主導する立場をアピールしたり、低炭素社会へ移行するた

めの計画や施策を発表したりと、世界をリードする環境立国となるべく環境・エネルギー分野に

おいて様々な取り組みを行っている。 

2008 年、環境・食糧・農村地域省（Defra）の一部と当時のビジネス・企業・規制改革省（BERR）

（BIS の前身）の一部が統合してエネルギー・気候変動省（DECC）が設立され、気候変動やエ

ネルギーに関する業務を専門的に所管することとなった。環境・エネルギー技術分野の研究開発

については、DECC は科学研究推進の中心的担い手である BIS と連携して推進策を策定してきた

が、冒頭に述べたとおり、2016 年 7 月の省庁再編に伴い、現在は BEIS に統合された。 

2009 年には、BIS（当時）、DECC（当時）、運輸省（DfT）から職員や資金が提供される形で低

公害車両局 （OLEV274）が BIS 内に設置された。OLEV は、温室効果ガス、大気汚染の削減お

よび経済成長に資するため、超低公害車両の迅速な市場化を支援している。 

2009 年 7 月に DECC（当時）から発表された気候変動とエネルギーに関する国家戦略「英国の

低炭素経済への移行計画」275は、2020 年までに温室効果ガスを 1990 年比で 34%削減するという

目標をどのように達成するべきかについて示す包括的な文書である。 

この計画をより詳細に示した文書が同年同月に 3 つ発表された。まず、BERR（当時）と DECC

（当時）による「英国の低炭素産業戦略」276は、低炭素社会への移行に伴う経済機会を最大限に

活用しつつ、移行に伴う費用を最小限に抑えるための計画である。同戦略では、最大 1 億 2,000

万ポンドを洋上風力技術に、6,000 万ポンドを波力・潮力技術に、9,000 万ポンドを炭素回収・貯

留（CCS）技術に措置することを明らかにした。 

次に DECC（当時）による「再生可能エネルギー戦略」277では、2020 年までに使用エネルギー

の 15%を再生可能エネルギーで供給するという目標に向けた具体的な施策が示された。その目標

達成の過程では、再生可能エネルギー分野に 1,000 億ポンドの新規投資と 50 万もの新規雇用創

出が期待されている。再生可能エネルギーによる電力供給のため、英国政府は、風力、水力、波

力・潮力、バイオマスなどの利用を拡大しようとしている。 

最後に、DfT から発表された「低炭素輸送：よりグリーンな未来」278では、英国内で排出され

                                                   
273 正式名称は「Stern Review on the Economics of Climate Change」。 

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/+/http:/www.hm-treasury.gov.uk/sternreview_index.htm 
274 OLEV: Office for Low Emission Vehicles 
275 The UK Low Carbon Transition Plan:  
 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/228752/9780108508394.pdf 
276 The UK Low Carbon Industrial Strategy: A vision:  
 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/243628/978777714698X.pdf 
277 The UK Renewable Energy Strategy: 
 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/228866/7686.pdf 
278 Low Carbon Transport: A Greener Future:  
 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/+/http://www.dft.gov.uk/pgr/sustainable/carbonreduction/low-carbon.pdf 
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る温室効果ガスの 21%を占める輸送による排出に関して、低炭素技術を用いることで 2050 年ま

でに 1990 年比で 80%削減するという目標にどのように貢献するのかについて示している。 

DECC（当時）は 2010 年 7 月、2050 年の英国のエネルギー需要や温室効果ガス排出に関して、

初の包括的かつ長期的な分析結果である「2050 年までの展望」279を発表した。同文書は、温室効

果ガスを 2050 年までに 1990 年比で 80%削減するとの目標を達成するために、今後 40 年の間に

対応すべき選択や条件などについて分析している。さらに 2011 年 12 月には DECC（当時）から

「炭素計画：低炭素未来実現に向けて」280が発表され、エネルギー政策のフレームワークの中で

炭素削減を実現していく一連の計画が明示された。 

環境・エネルギー関連分野における研究開発に関する戦略文書としては、低炭素社会に向けて

複合材料開発を推進するための「英国複合材料戦略」281を 2009 年に BIS（当時）が、CCS の開

発と整備を推進するための「CCS 産業戦略」282を 2010 年に DECC（当時）と BIS（当時）が共

同で発表している。 

近年、BIS（当時）内に OLEV が設置されたように、英国では超低公害車両の開発や市場化に

注力している。OLEV は 2013 年 9 月に「英国における超低公害車両戦略」283を発表し、2050 年

までの温室効果ガス排出量削減計画を達成できるよう、超低公害車両の実用化に関する政府計画

を示した。また財務省による 2013 年秋の予算編成方針では、2014 年度に、公的セクター車両の

ための電気による超低公害車両開発プログラムに 500 万ポンドを投資することが約束された。 

2016 年度の予算では、原子力製造技術プログラム（Nuclear Manufacturing Programme）へ

の支援が明記された。小型モジュール炉を特定する公募の開始と併せて、21 世紀の原子力製造技

術プログラム向けに 3,000 万ポンド以上が割り当てられることが約束されている。これにより、

高価値製造業カタパルトの一つである原子力先進製造業研究センターやサー・ヘンリー・ロイス

先端材料研究所など、北部の原子力研究中核拠点の機会創出を図ることが目指されている。 

以下では、環境・エネルギー分野において国が定める優先的テーマとの関連で見てみたい。 

BIS（当時）が「成長のためのイノベーション・研究戦略」の中で取り上げた優先投資の対象と

すべき 4 つの新技術分野の一つに「環境発電」が挙げられている。また、英国の競争力強化と革

新技術の開発支援のための研究・イノベーションに対して追加投資された 6 億ポンドの利用分野

である 8 大技術に「エネルギー貯蔵」が含まれている。エネルギー貯蔵分野には 6 億ポンドのう

ち 3,000 万ポンドが措置され、新たなグリッドスケールのエネルギー貯蔵技術の開発・実証のた

めの研究開発等に使われている。 

政府が出資する環境・エネルギー分野の研究費は主として、BEIS、NERC、EPSRC、Innovate 

UK、HEFCs 等から拠出されている。 

                                                   
279 2050 Pathways Analysis:  
 http://www.decc.gov.uk/assets/decc/what%20we%20do/a%20low%20carbon%20uk/2050/216-2050-pathways-analysis-

report.pdf 
280 The Carbon Plan: Delivering our low carbon future:  

https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/47613/3702-the-carbon-plan-delivering-
our-low-carbon-future.pdf 

281 The UK Composites Strategy:  
 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20121212135622/http://www.bis.gov.uk/~/media/BISCore/corporate/docs/C/Co

mposites-Strategy.pdf 
282 Clean coal: an industrial strategy for the development of carbon capture and storage across the UK: 
 https://ukccsrc.ac.uk/system/files/publications/ccs-reports/DECC_Coal_154.pdf 
283 Driving the Future Today: A strategy for ultra low emission vehicles in the UK:  

https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/239317/ultra-low-emission-vehicle-

strategy.pdf 
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NERC における科学研究の主要テーマは、「気候システム」、「生物多様性」、「天然資源の持続可

能な使用」、「地球システム科学」、「自然災害」、「環境・公害・健康」および「（環境関連）技術」

の 7 つである。EPSRC は、優先研究テーマの中に「エネルギー」と「環境変化との共生」を挙げ

ている。 

先述の「科学・研究資金配分計画（2011-2014 年度）」において発表された RCs 横断型研究プ

ログラム 6 分野の中には、「エネルギー」、「環境変化との共生」および「世界の食糧保全」が含ま

れ、プログラムが開始・実施された。以下は、プログラムの概要である。 

■プログラム「エネルギー：低炭素未来のために」 

EPSRC が主導し、BBSRC、NERC、STFC、経済・社会研究会議（ESRC）が参加 

2011-2014 年度の 4 年間で 5 億 4,000 万ポンドの予算措置 

■プログラム「環境変化との共生」 

NERC が主導し、7 つの全 RCs の他、政府省庁や地方政府など全部で 22 の公的機関が参加 

2011-2014 年度の 4 年間で 5 億 6,200 万ポンドの予算措置 

■プログラム「世界の食糧保全：すべての人に持続可能で健康的な食糧を」 

BBSRC が主導し、ESRC、EPSRC、NERC、MRC の他、政府省庁や地方政府などが参加 

2011-2014 年度の 4 年間で 4 億 4,000 万ポンドの予算措置。 

Innovate UK の前身である技術戦略審議会（TSB）が選定するイノベーションを通じて成長が

大きく期待できる主要優先 15 分野の中には、「エネルギー」、「輸送」、「建造環境」および「資源

効率」が含まれていた。2014 年度は、エネルギー、輸送、建造環境、資源効率の 4 分野に対し、

それぞれ 8,200 万ポンド、7,000 万ポンド、1,300 万ポンド、1,300 万ポンドの予算が措置されて

いる。 

Innovate UK が推進する、主要な社会的問題に対するイノベーティブな製品のリードマーケッ

トを構築するために、産学官が共同で特定の課題に取り組むためのプログラムであるイノベーシ

ョン・プラットフォーム（Innovation Platform）がある。同プラットフォームのテーマの一つに

「環境に配慮した建築」が含まれており、5 年間（2014-2018 年度）で産業的に可能かつ環境に優

しい低炭素建築物の開発・実現を目指している。 

先述のカタパルト・センターの一つが洋上再生可能エネルギー・カタパルトである。同センタ

ーでは、洋上風力・波力・潮力技術の商業化に注力している。 

 

４.３.２.２ ライフサイエンス・臨床医学分野 

英国のライフサイエンス分野の国際競争力は高く、政府から措置される研究費の割合は大きい。

英国経済に毎年 600 億ポンド強と 22 万件強の雇用をもたらし、国民保健サービス（NHS）と英

国の患者が日常的に依存する製品を提供する世界トップクラスのレベルを誇っている。また、産

業界のライフサイエンス分野に対する英国の研究開発投資額は欧州の中で一番多い。 

そのため政府は、ライフサイエンス分野を英国の強みとするべく、2009 年にライフサイエンス

局（Office for Life Sciences）を BIS（当時）内に設置するなど、政府は同分野の強化に注力して

きた。英国での臨床医学研究については、NHS が臨床試験の実施主体として重要な役割を担って

いる。 

バイオサイエンス振興政策として、貿易産業省（当時）、保健省（DH）およびバイオインダス
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トリー協会が共同で 2003 年に「バイオサイエンス 2015」284を発表した。この文書では、6 つの

中核目標とそれに付随する提言とともに、バイオサイエンスに関して政府による全体的な戦略が

示された。 

健康分野の研究に関するインディペンデント・レビューとして、「クックシー・レビュー」285が

2006 年に発表された。これは、医療研究へのファンディングに関する提言である。その中で提案

された医療研究を戦略的に連携するオフィスとして、医療研究戦略連携局（OSCHR）が 2008 年

に設立された。OSCHR は、RCs の一つである MRC と国立衛生研究所（NIHR）における医療研

究・助成を効率的かつ効果的に行うための戦略を立案する組織である。 

2009 年、ライフサイエンス局が中心となり、ライフサイエンス企業を取り巻く英国のビジネス

環境を改善するための方策について産業界と協力して取りまとめたのが「ライフサイエンスの青

写真」286である。この文書では、英国のライフサイエンス産業を研究強化も含めて支援する政府

の姿勢と計画が表明された。翌 2010 年には「ライフサイエンス 2010：青写真の実現に向けて」

287が発表され、「ライフサイエンスの青写真」の実施に関連する活動や成果の進捗状況等、より具

体的な計画が示された。 

2011 年 12 月、ライフサイエンス分野への投資を呼び込むべく、英国のライフサイエンス産業

を成長・成功させるための 10 か年戦略として「英国ライフサイエンス戦略」288が、BIS（当時）、

DH およびライフサイエンス局から共同で発表された。同戦略では、研究の発明・開発・商業化を

支援するために 3億 1,000 万ポンドの公的投資を実施することが明らかにされた。うち 1億 3,000

万ポンドは層別化医療（stratified medicine）の研究に、残りの 1 億 8,000 万ポンドは研究開発

のいわゆる「死の谷」の克服を目指す橋渡し支援プログラムに措置されることが示された。 

2012 年 12 月には、財務省から「英国ライフサイエンス戦略：1 年後」289という文書が発表さ

れ、同戦略策定から 1 年間の進捗状況が報告された。 

2012 年 3 月には、MRC が中心となり、BBSRC、EPSRC、ESRC および TSB（当時）が共同

で「英国再生医療戦略」290を策定・発表した。これは、生物学研究の成果を、患者にも英国経済

にも利益となるような臨床の現場へと移行させることを目指した戦略計画で、橋渡し研究に7,500

万ポンドを投資することがを約束している。 

2013 年 7 月に BIS（当時）から発表された「英国農業技術戦略」291は、英国の政府と産業界が

                                                   
284 Bioscience 2015:  

 http://www.bioindustry.org/document-library/bioscience-2015/ 
285 クックシー・レビューの正式名称は「A review of UK health research funding」。 

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/228984/0118404881.pdf 
286 Life Sciences Blueprint:  

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20100430155636/http://bis.gov.uk/assets/biscore/corporate/docs/l/life-sciences-

blueprint.pdf 
287 Life Sciences 2010: Delivering the Blueprint: 

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20100430155636/http://bis.gov.uk/assets/biscore/corporate/docs/l/10-542-life-

sciences-2010-delivering-the-blueprint.pdf 
288 Strategy for UK Life Sciences: 

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/32457/11-1429-strategy-for-uk-life-

sciences.pdf 
289 Strategy for UK Life Sciences: One Year On: 

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/36684/12-1346-strategy-for-uk-life-

sciences-one-year-on.pdf 
290 A Strategy for UK Regenerative Medicine:  

 http://www.mrc.ac.uk/news-events/publications/regenerative-medicine-strategypdf/ 
291 A UK Strategy for Agricultural Technologies: 

https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/227259/9643-BIS-

UK_Agri_Tech_Strategy_Accessible.pdf 
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協力して同国の農業技術セクターの強みを特定し、機会を見出そうとした最初の試みである。 

以下では、ライフサイエンス分野において国が定める優先的テーマとの関連で見てみたい。 

BIS（当時）が「成長のためのイノベーション・研究戦略」の中で取り上げた優先投資の対象と

すべき 4 つの新技術分野の一つに「合成生物学」が挙げられている。8 大技術には「合成生物学」、

「再生医療」および「農業科学」が含まれているが、合成生物学分野には 6 億ポンドのうち 8,800

万ポンドが、再生医療分野には 2,000 万ポンド、また農業科学分野には 3,000 万ポンドが措置さ

れた。合成生物学分野では DNA 複製方法の開発のような英国の持つ研究成果の強みを活かした

研究開発が推進されている一方で、再生医療分野では有効な幹細胞治療法の開発が目指されてい

る。 

ライフサイエンスに関連する英国の主な助成機関は、BBSRC、MRC、Innovate UK、HEFCs、

DH、Defra、NIHR で、その他にウェルカム・トラストや英国キャンサー・リサーチ等の非営利・

慈善団体から多額の研究費が支出されている。 

BBSRC の優先研究分野は、「農業・食糧保全」、「産業バイオテクノロジー・バイオエネルギー」

および「健康のためのバイオサイエンス」である。MRC は 5 年間（2014-2018 年度）の優先研

究領域として「回復力・修復・置換」と「寿命が長く健康な生活」の 2 つを挙げており、前者に

は「本来の抵抗力」、「組織疾患・変性」、「精神の健康と幸福」および「修復と置換」が、後者には

「分子データセットと疾病」、「生涯を通じた健康と幸福」、「健康に影響を及ぼすライフスタイル」

および「環境と健康」といった研究テーマが含まれている。EPSRC は、優先研究テーマの中に

「ヘルスケア技術」と「環境変化との共生」を挙げている。 

先述の「科学・研究資金配分計画（2011-2014 年度）」において発表された RCs 横断型研究プ

ログラム 6 分野の中には、「環境変化との共生」、「世界の食糧保全」および「生涯の健康と幸福」

が含まれ、プログラムが開始・実施された。以下は、プログラムの概要である。 

■プログラム「環境変化との共生」 

NERC が主導し、7 つの全 RCs の他、政府省庁や地方政府など全部で 22 の公的機関が参加 

2011-2014 年度の 4 年間で 5 億 6,200 万ポンドの予算措置 

■プログラム「世界の食糧保全：すべての人に持続可能で健康的な食糧を」 

BBSRC が主導し、ESRC、EPSRC、NERC、MRC の他、政府省庁や地方政府などが参加 

2011-2014 年度の 4 年間で 4 億 4,000 万ポンドの予算措置 

■プログラム「生涯の健康と幸福：健康に歳を重ねるための研究」 

MRC が主導し、BBSRC、EPSRC、ESRC、芸術・人文学研究会議（AHRC）が参加 

2011-2014 年度の 4 年間で 1 億 9,600 万ポンドの予算措置。 

TSB が選定するイノベーションを通じて成長が大きく期待できる主要優先 15 分野の中には、

「ヘルスケア」、「農業と食物」および「バイオサイエンス」が含まれていた。2014 年度は、ヘル

スケア、農業と食物、バイオサイエンスの 3 分野に対し、それぞれ 8,000 万ポンド、4,600 万ポ

ンド、500 万ポンドの予算が措置されている。 

Innovate UK が推進するイノベーション・プラットフォームのテーマに、「介護付き生活」、「持

続可能な農業と食物」および「層別化医療」の 3 つが含まれている。 

先述のカタパルト・センターの一つが細胞遺伝子治療カタパルトである。同センターには、今

後 5 年間で最大 5,000 万ポンドの投資が見込まれており、新たな治療法の開発・商業化が目指さ

れている。 
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2016 年 6 月の国民投票の結果を受けて、政府は英国ライフサイエンスの強みの維持・強化に向

けて積極的に取り組む姿勢を打ち出しており、次の 3 つの優先課題に対処する予定である。 

 ■EU 加盟国に対する即時変更事項はなく、英国は依然として全面的な議決権を有する完全

な EU 加盟国として残っていることを直ちに再確認する 

 ■EU との新たな関係構築に関する交渉に先行して、英国ライフサイエンス分野の優先課題

を検証する 

 ■英国が革新的医療製品を設計、開発、市場導入するのに最適な国であるという説得力のあ

る野心的な国内状況を政府がどのように作り出しうるのかについて、検討プロセスを開始する。 

 

４.３.２.３ システム・情報科学技術分野 

英国経済にとってのデジタルエコノミーの重要性を明示した ICT 分野の戦略となる「デジタ

ル・ブリテン：最終報告書」292が 2009 年 6 月に BIS（当時）と文化・メディア・スポーツ省（DCMS）

から共同で発表された。同報告書では、デジタル化が進む経済と社会を英国がどのように牽引し、

ICT の分野で世界での存在感をどう維持し得るのかについてまとめている。英国に知識主導型の

デジタルエコノミーを根付かせるために、例えば RCs のプログラム「デジタルエコノミー」には、

将来的に英国がデジタル進化を遂げるための新たな研究とトレーニングに対して 3 年間で 1 億

2,000 万ポンドの投資が行われることが明記された。 

その他、ICT に関連した政府政策文書として、内閣府が 2011 年 3 月に発表した「政府 ICT 戦

略」293がある。これは、政府・自治体の公的業務のための ICT インフラの整備・改良を中心とし

た戦略である。その実現により、費用を削減して効率性を向上させ、より良い公的サービスの提

供が目指される。 

ICT に関連した主なインディペンデント・レビューとして、「次世代アクセスへの投資に対する

障害」294が 2008 年 9 月に発表された。これは、英国における次世代ブロードバンドの拡大を阻

む障害について調査したレビューである。 

科学技術会議（CST）は 2010 年 11 月、「デジタルインフラ」295と題する書簡を政府に提出し、

良好な経過をたどってきたブロードバンドのインフラ整備を今後も優先していくべき等の提言を

行った。さらに 2013 年 8 月には、DCMS 大臣および BIS（当時）大学・科学担当大臣宛の書簡

において、デジタルインフラの整備を継続し、英国内におけるブロードバンドの速度や受信地域

の現状改善を行うよう訴えている。 

2014 年 12 月、第二次世界大戦の際にドイツ軍の暗号通信の解読に貢献した英国の高名な数学

者でありコンピュータ科学者でもあるアラン・チューリングの名を冠したアラン・チューリング

研究所296が新設された。同研究所には今後 5 年間で 4,200 万ポンドが措置され、全国の大学と連

                                                   
292 Digital Britain: Final Report: 

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/+/http://www.culture.gov.uk/images/publications/digitalbritain-finalreport- 

jun09.pdf 
293 Government ICT Strategy:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/85968/uk-government-government-ict-

strategy_0.pdf 
294 Caio review of barriers to investment in next generation access: 

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20100407010852/http://www.hm-treasury.gov.uk/caio_review_index.htm 
295 Digital Infrastructure:  

 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/224050/10-1326-digital-infrastructure-

letter-to-government.pdf 
296  The Alan Turing Institute: 

 https://turing.ac.uk/ 
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携して新たな方法によりビッグデータの収集・編成・解析に重点的に取り組んでいる。 

 2017 年 3 月に発表された 2017 年度予算案において、第 5 世代（5G）技術で英国を世界のリ

ーダーにすべく、5G イノベーションネットワークの構築のため 1,600 万ポンドが措置されるこ

とが示された。 

以下では、ICT 分野において国が定める優先的テーマとの関連で見てみたい。 

BIS（当時）が「成長のためのイノベーション・研究戦略」の中で取り上げた優先投資の対象と

すべき 4 つの新技術分野の一つに「エネルギー効率化コンピューティング」が挙げられた。8 大

技術には「ビッグデータ」と「ロボティクス・自律システム」が含まれている。ビッグデータ分

野には 6 億ポンドのうち 8 大技術で最大の 1 億 8,900 万ポンドが措置され、e-インフラストラク

チャの開発等に投資される。ロボティクス・自律システム分野には 3,500 万ポンドが措置され、

当該分野の中核的研究拠点の構築が目指されている。 

2016 年 11 月にはサイバーセキュリティ国家戦略（2016～2021 年）が新たに発表され、2011

年から実行されている当初戦略によるファンディング支援がほぼ倍増の 19 億ポンド措置される

ことが明らかになり、防衛（Defend）、阻止（Deter）、開発（Develop）の 3 つを主要領域に特化

した施策が講じられる予定である。 

政府が出資する ICT 分野の研究費は主として、EPSRC、Innovate UK、HEFCs から拠出され

ている。 

EPSRC は、優先研究テーマの中に「デジタルエコノミー」と「ICT」を挙げている。 

また、先述の「科学・研究資金配分計画（2011-2014 年度）」において発表された RCs 横断型

研究プログラム 6 分野の中には、プログラム「デジタルエコノミー：産業と社会の転換」が含ま

れており、2011-2014 年度の 4 年間で 1 億 2,900 万ポンドの予算措置が行われた。 

TSB（当時）が選定するイノベーションを通じて成長が大きく期待できる主要優先 15 分野の中

には、「デジタルエコノミー」と「エレクトロニクス・センサー・フォトニクス」が含まれていた。

2014 年度は、デジタルエコノミーおよびエレクトロニクス・センサー・フォトニクスの 2 分野に

対し、それぞれ 4,200 万ポンドおよび 500 万ポンドの予算が措置されている。 

先述のカタパルト・センターの一つがデジタル・カタパルトである。同センターでは、その性

質から中小企業やスタートアップ企業のような比較的規模の小さい企業が参加しやすい環境にあ

る。優れた研究成果については、カタパルトのプロジェクトと関係ないものでも、3 か月という期

間を限定的に設けて無償でセンター内に展示する等の試みを行っている。 

 

４.３.２.４ ナノテクノロジー・材料分野 

2002 年に英国のナノテク戦略の基礎となる「製造の新しい方向性：英国のナノテクノロジーの

ための戦略」が貿易産業省（当時）から発表された。その後、2010 年には「英国ナノテクノロジ

ー戦略」297が BIS（当時）から発表された。同戦略は、ナノテクノロジーから英国民が安全に得

られる社会的・経済的利益を確保するために政府がとるべき行動について明示している。 

また BIS（当時）は、複合材料開発を推進するための戦略である「英国複合材料戦略」298を 2009

                                                   
297 UK Nanotechnologies Strategy: Small Technologies, Great Opportunities:  

 http://www.steptoe.com/assets/htmldocuments/UK_Nanotechnologies%20Strategy_Small%20Technologies%20Great%20

Opportunities_March%202010.pdf 
298 The UK Composites Strategy:  

 http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20121212135622/http://www.bis.gov.uk/~/media/BISCore/corporate/docs/C/Co

mposites-Strategy.pdf 
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年に発表した。同戦略は、英国が目指す低炭素社会の構築に向けて、より耐久性が高く軽量かつ

高性能な複合材料を開発し、加えて同分野の産業を競争力の高いものにすることを目指している。

この戦略では、国立複合材料センター（NCC）299を設立するために 1,600 万ポンドの政府投資が

なされることも約束された。 

以下では、ナノテクノロジー・材料分野において国が定める優先的テーマとの関連で見てみた

い。 

BIS（当時）が「成長のためのイノベーション・研究戦略」の中で取り上げた優先投資の対象と

すべき 4 つの新技術分野の一つに「グラフェン」が挙げられている。英国がその研究成果の実用

化および商業的利用方法の開発競争に勝利を収めるべしとの政府の意向を反映して、グラフェン・

グローバル研究技術拠点を設立するために 5,000 万ポンドの公的投資が行われた。それが、先述

した国立グラフェン研究所（NGI）である。同拠点の形成により、大学や公的機関の研究者と産

業界が協力して商業化の可能性を検討できるようになった。商業化による経済成長ばかりでなく、

ハイテク分野における新規雇用の創出という面でも大きな期待がかかっている。 

8 大技術 には「先端材料」が含まれている。先端材料分野には 6 億ポンドのうち 7,300 万ポン

ドが措置され、NCC の拡充等に使われている。 

政府が出資するナノテク・材料分野の研究費は主に、EPSRC、Innovate UK、HEFCs から拠

出されている。 

EPSRC は、優先研究テーマの中に「エンジニアリング」を挙げており、その関連研究分野とし

て「材料エンジニアリング：セラミック、複合材料、金属・合金」が含まれている。 

TSB が選定するイノベーションを通じた成長が大きく期待できる主要優先 15 分野の中には、

「高価値製造業」、「建造環境」および「先端材料」が含まれていた。2014 年度は、高価値製造業、

建造環境および先端材料の 3 分野に対し、それぞれ 7,200 万ポンド、1,300 万ポンドおよび 500

万ポンドの予算が措置されている。 

上記 NCC は、現在ではカタパルト・センターの一つである高価値製造業カタパルトを構成す

る研究所の一つである。同センターは、製造業セクターの振興および英国の GDP 増加に貢献す

ることを長期目標に掲げている。 

 

  

                                                   
299 National Composites Centre:  

 http://nccuk.com/ 
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４.４ 研究開発投資 

ここでは、英国の科学技術活動を客観的に把握するために、基本的な指標と思われる研究開発

費、その対 GDP 比、分野別の政府研究開発費の割合、研究人材について、英国の状況を示す。 

 

４.４.１ 政府研究開発費 

官民合わせた研究開発費は図表 IV-10 のとおりである。1990 年以降、研究開発費は概して増加

傾向にあるが、金額自体はそれほど大きいわけではない。英国の 2014 年度の研究開発費は 306

億ポンドで、これは米国の約 10 分の 1、日本の約 4 分の 1 にすぎない。 

対 GDP 比を見てみると、1990 年をピークに漸減傾向にある。2004 年以降わずかながら漸増

しているものの、近年はほぼ横ばい状態である。2014 年の対 GDP 比は 1.67%である。比較の観

点から、OECD の 2014 年のデータを見てみると、日本が 3.58%、ドイツが 2.84%であり、大き

く引き離されている。OECD 平均が 2.37%で、EU28 か国平均が 1.94%であることを考えると、

英国の値は相対的に低いことが分かる。 

 

【図表Ⅳ-10】 英国の研究開発費とその対 GDP 比の推移 

 

出典：Office for National Statistics のデータを元に CRDS で作成 

 

先に述べたとおり、2004 年 7 月に発表された「科学イノベーション投資フレームワーク 2004-

2014」では、10 年後の 2014 年までに官民合わせた研究開発投資目標を対 GDP の 1.9%から 2.5%

（政府 0.8%、民間 1.7%）に引き上げるという目標を設定していた。しかし実際にこの数字に到

達することは、リーマンショック後の金融危機による財政悪化など、英国の経済情勢をかんがみ

て非常に厳しく、英国政府は 2014 年 12 月発表の新戦略「成長計画：科学とイノベーション」に

おいて「英国の研究開発投資は 1990 年初め以降低調で、対 GDP の 1.8%あたりでずっと維持さ

れてきている」ことを率直に認めた。2015 年以降は明確な予算目標は立てられていない。国全体
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の科学技術予算が潤沢でないなか、世界トップレベルの研究を実施・維持するために何が必要な

のか、英国政府は難しい問いに晒されている。 

英国の研究開発費およびその対 GDP 比が低いことの要因の一つとして、民間セクターにおけ

る科学技術活動が比較的不活発であることが挙げられる。OECD のデータによれば、2013 年の

英国における産業界による研究開発費の対 GDP 比は 0.77%で、2.62%の日本、1.67%の米国、そ

して 1.85%のドイツに大差をつけられている。これらの国に比べて英国では産業界による研究開

発活動が活発でないことは想像に難くない。 

民生と軍事それぞれの目的で使用された研究開発費の割合の推移を示したのが図表 IV-11 であ

る。2014 年は、民生目的の研究開発が 94%（288 億ポンド）、軍事目的が 6%（18 億ポンド）を

占めている。研究開発投資の総額は増加傾向にあるが、軍事向けの投資は漸減しており、全体に

占める割合も少なくなっている。 

 

【図表Ⅳ-11】 民生・軍事目的の研究開発費の割合 

 

出典：Office for National Statistics のデータを元に CRDS で作成 

 

軍事目的の研究開発費が減少傾向にあるとはいえ、軍需産業が英国にとって重要な産業である

ことには変わりない。ストックホルム国際平和研究所のデータによれば、2014 年の英国の防衛予

算は全体で 605 億ドルであり、米国（6,099 億ドル）、中国（2,164 億ドル）、ロシア（845 億ド

ル）、サウジアラビア（808 億ドル）、フランス（623 億ドル）に次いで世界第 6 位の規模を有し

ている。規模だけ見ても、英国は世界有数の軍事大国といえる。兵器貿易における主要輸出国ラ

ンキング（2014 年）では、英国は、米国、ロシア、中国、ドイツ、フランスに次いで第 6 位の地

位を占めており、主な輸出相手国はサウジアラビア（41%）、米国（12%）、インド（11％）となっ

ている。 
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４.４.２ 分野別政府研究開発費 

英国の政府研究開発予算のうち、社会的・経済的目的別割合を示したのが、図表 IV-12 である。

総額は 101 億ポンドになる。「知識増強」が最大を示しており、資金元に関わらず合計すると全体

の 30%を超える。その次に大きいのが、英国の強みであるライフサイエンス分野研究に含まれる

「保健」で、20%強を占める。「防衛」に関わる研究開発費は全体の 15%程度である。 

 

【図表Ⅳ-12】 社会的・経済的目的別割合（2014年 単位：億ポンド） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：OECD, Government budget appropriations or outlays for RD のデータを元に CRDS で作成 
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図表 IV-13 では、分野別に見た政府研究開発費の推移を示した。2006 年以降の推移で見られる

顕著な変化は、「防衛」の研究開発費の割合が減少している点である。逆に「保健」は増加の傾向

にある。「エネルギー」、「宇宙探査・宇宙利用」、「地球探査・地球利用」、「農業」などの分野も割

合が増えている。 

 

【図表Ⅳ-13】 社会的・経済的目的別割合の推移（2000年以降） 

出典：OECD, Government budget appropriations or outlays for RD のデータを元に CRDS で作成 
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４.４.３ 研究人材数 

図表 IV-14 および図表 IV-15 はそれぞれ、英国の研究者総数および被雇用者 1,000 人当たりの

研究者数を示している。これらの値は 2000 年代半ばまでは順調に増加してきた。2000 年代後半

に入り若干失速したものの、最近は微増傾向にある。 

 

【図表Ⅳ-14】 英国の総研究者数（FTE 換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：OECD, Main Science and Technology Indicators のデータを元に CRDS で作成 

 

 

【図表Ⅳ-15】 被雇用者 1,000 人当たりの研究者数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：OECD, Main Science and Technology Indicators のデータを元に CRDS で作成 
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